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目 的
（目指す姿）

若者の定着のための就労の場の拡大を目指すとともに、地域一体となった移住・定住の取組により
ＵＩターンを促進する。

現 状 と
課 題

・管内市町村では、地域おこし協力隊員を採用し、社会的課題の解決と地元での定着を行っている
が 、任期終了後に起業するためのノウハウ等が無く、地元に定着しないケースがある。
・人材不足により、農業、観光業、建設業、福祉事業など地域経済活動の継続が困難な状況。
・一方で農ある暮らしなど精神的な豊かさを求め、首都圏から長野県への移住を希望する者がおり
各市町村の強みを持ち寄り、北信地域ならではのライフスタイルの魅力の発信を行っていくことが
必要。

内 容

( 変 更 後
の 内 容 )

【北信州ワークライフスタイル情報発信業務】
・人材不足が深刻な状況にある業種（観光業など）の人材を確保するため、移住を検討する県外在
住者に向けて、北信州ならではの「仕事と暮らし」を発信する。

【地域おこし協力隊起業塾】
・県立大CSIとの連携により、地域おこし協力隊員を対象とした起業塾を開催する。

【地域おこし協力隊等定着支援研修会】
・地域おこし協力隊制度を最大限に活用し、地域の活性化に取組む先進地域から講師を招き、自体
職員、協力隊員（OB含む）を対象とした受入体制の整備を推進するための研修会を開催する。

事業期間

地域振興推進費事業計画・自己評価書　
提  出  区  分

令和２年11月 令和３年３月

実 施 機 関 北信地域振興局 担
当
課

企画振興課（商工観光課）

事 業 名
若者定着のための就労の場の拡大や移住・交
流等の推進

0269-23-0201

横断的な課題

地域重点政策

hokuchi-kikaku@pref.nagano.lg.jp

Ｃ

若者定着のための雪に強い故郷（ふるさと）暮らしの推進

若者定着のための雪に強い故郷暮らしプロジェクト

令和3年5月25日

北信地域振興局

整理番号 2 課題区分

定着支援研修会の開催 406,516

（単位：円）

北信州ワークライフスタ
イル情報発信業務

・動画の制作及びYouTubeへの掲載
・パンフレットの制作（電子ファ
イル）

地域おこし協力隊起業塾 起業塾の開催

実績額

指
標
及
び
達
成
状
況

成果

422回

100%

77.02%

目標値

100回以上

6割以上

5段階の満足度評
価で上から2つの
評価を60％以上

達 成 状 況成　果　指　標

YouTube動画再生回数

起業塾が今後の活動の参考になった受講者の割合

アンケート調査による満足度

達 成

一部達成

未 達 成

mailto:hokuchi-kikaku@pref.nagano.lg.jp


今後の方向性

【北信州ワークライフスタイル情報発信業務】
・動画のターゲティング広告や移住セミナー等で北信州ならではのライフスタイルを魅力的に発信
し、移住定住・就業促進を図っていく。

【地域おこし協力隊起業塾】
・今年度も継続して開催し、地域おこし協力隊の退任後の定着支援を図る。

【地域おこし協力隊等定着支援研修会】
・新型コロナ感染症拡大の影響で参加者は絞ったが、研修内容に対する関心は高いため、引き続き
同趣旨の事業を実施していく。

事
業
実
績
・
成
果

【北信州ワークライフスタイル情報発信業務】
・動画「大自然のとなりでくらす KITA-SHINSHU LIFE」を制作してYouTubeへ掲載。動画再生回数が目標を上
回り、効果的な情報発信ができた。また、同じタイトルのパンフレット（電子版・紙版）を制作し、東京、
大阪、名古屋をはじめ、管内市町村や関係団体の移住定住・就業相談窓口へ配布した。

【地域おこし協力隊起業塾】
・1月28日(木）、2月18日(木）、3月16日(火）の全３回、オンライン講義により開催。受講者5名
・講師は長野県立大学CSI秋葉芳江チーフ・キュレーター。
・受講前は、退任後の具体的な活動までイメージできていなかった受講者も、講義を受けることで、好きな
ことを仕事にすることの大切さを学んだ。また、オンラインでの開催ではあったが、協力隊同士がつながる
きっかけとなった。昨年度の受講者（今年度も受講）で、実際の起業につながった者が１名。

【地域おこし協力隊等定着支援研修会】
・1月27日(水）、飯山市文化交流館なちゅらで開催。受講者28名
・管内市町村だけでなく、管外市町村の協力隊及び担当職員等の参加があり、活動を振り返るワークショッ
プや先進事例の講演などで参加者の評判は高かった。


